
様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL
島あっちぃ：https://acchi.okinawa/aboutus　　島まーる：

https://shima-maru.net/

　離島地域における観光体験ツアーの開発及びモ
ニターツアーを実施するとともに、人材育成を目的
とした研修会等を実施し、離島観光商品のブランド
化を支援する。

県

県外向け離島ツアー及び県内向けボラケーションモニターツアーの造成支援

支援する事業者の確保数（累計）

190事業者 200事業者（390事業者） 210事業者（600事業者）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組
離島ブランディング（島あっちぃ・島まーる推進）
事業

対応する成果指標
本島及び離島から離島への派遣やオンラインで交流する児童数
（累計）

施策の方向 ・離島の多様で特色ある魅力の発信を強化し、交流人口の拡大、県外の沖縄ファンや沖縄観光リピーター等の関係人口の創出に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-ア 離島と本島・県外との交流の促進
施 策 ①離島の多様な魅力の発信

施策の小項目名 ○離島の多様で特色ある魅力の発信の強化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　離島市町村及び観光協会等との意見交換や調整を行い、多くの離島に事業に参画いただき、259事業者に対し、ツアー開発の伴走支援や自走化された先進地視察等の研修を
実施し、順調に取組を推進している。

令和6年度の取組改善案 反映状況

　離島地域の限られた人材の中で、受入体制の強化を進めるため、離島の受入可能
な一定の量を求めつつ、多様なニーズに対応した高付加価値ツアーの造成やこれま
で造成したツアーの見直しを実施する。

　16離島において、高付加価値体験プログラムの造成に取り組み、合計23本催行し、109
名を派遣した。当該取組により、事業者間、離島間の連携を促進し、受入体制の強化を
図った。 
　また、これまでの継続した取組により、各離島において、体験プログラムの開発・改善
が進み、一般販売化されるなど、自走化が図られている。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　259事業者に対し、ツアー造成の伴走支援や自走
化された先進地視察等の研修を実施した。

155事業者 240事業者 259事業者 210事業者（600事業者） 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　離島地域の210事業者に対し支援を行い、Web等に自走化商品
を180件掲載し、ボラケーションツアーを30件造成する。

　離島地域の現状や課題等を学び・体験・交流するモニターツ
アーの造成数80件

活動指標名
支援する事業者の確保数（累
計）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

その他 118,827 85,718
一括交付金
（ソフト）

委託 92,874

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 離島ブランディング（島あっちぃ・島まーる推進）事業 予算事業名 離島とのつながり促進事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　多くの離島が直面している人口減少や高齢化に伴う地域づ
くりの担い手不足等の課題を見据え、地域に様々な形で関わ
る「関係人口」の創出に取り組む必要がある。

⑥ 変化に対応した取
組の改善

　離島における地域交流やボランティア等を通して、離島と
のつながりを促進することにより、再訪意欲の向上や地域に
多様な形で関わる「関係人口」の創出に向けた取組を実施す
る。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL
https://www.pref.okinawa.jp/kensei/shinko/1017087/1017091.ht

ml

　市町村が実施している離島留学について、地域・
離島課のHPで情報発信する。

県,市町村,団体等

市町村等と連携した情報発信

市町村等と連携した情報発信件数（内訳）

１件 １件（継続１件） １件（継続１件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 離島留学についての情報発信 対応する成果指標
本島及び離島から離島への派遣やオンラインで交流する児童数
（累計）

施策の方向
・全国の小学校や中学校から離島の小中学校や高等学校へ入学する「離島留学」について、市町村等と連携した受入団体の支援や情報発信に取り
組みます。さらに、沖縄本島と離島の児童の交流を促進するなど、離島地域の重要性や特殊性及び魅力に対する認識を深める機会の創出に取り組
みます。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-ア 離島と本島・県外との交流の促進
施 策 ①離島の多様な魅力の発信

施策の小項目名 ○離島留学の情報発信



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和４年度から離島留学を行っている市町村やその募集期間について、地域・離島課ＨＰにて情報発信している。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○　必要かつ最新の情報が掲載されているのか、適宜関係市町村と情報を共有し、
正確な情報を発信する。

　離島市町村へ離島留学の実施状況について照会し、最新の連絡先およびＨＰアドレスを
把握することで、適切に情報発信を実施した。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　地域・離島課のＨＰで離島留学を行っている市
町村やその募集期間について情報発信した。

1件 1件 1件 １件（継続１件） 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　全国の小学校や中学校から離島の小中学校や高等学校へ入学
する「離島留学」について、市町村等と連携した受入団体の支
援や情報発信に取り組んだ。

　全国の小学校や中学校から離島の小中学校や高等学校へ入学
する「離島留学」について、市町村等と連携した受入団体の支
援や情報発信に取り組む。

活動指標名
市町村等と連携した情報発信件
数（内訳）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

― ― ― ―

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 － 予算事業名 －



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑥ 他地域等の動向
(外部環境の変化)

　離島留学に取り組んでいる市町村の状況を把握し、留学を
希望する児童生徒に対し、必要とする情報が適切に掲載され
ているか検証する。

⑤ 情報発信等の強
化・改善

　必要かつ最新の情報が掲載されているのか、離島市町村に
照会し、正確な情報を発信する。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL ―

　国内外からの離島訪問を促進するため、観光客
の多様なニーズに対応した宿泊施設の整備やリノ
ベーションを促進することを目的に、離島地域にお
ける旅館業税制特例措置の利用促進を図る。

県

離島地域における旅館業税制特例措置の周知、広報活動

特例措置に関する説明会、周知等の実施回数（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 離島地域における旅館業税制特例措置の利用促進 対応する成果指標 離島地域への入域観光客数

施策の方向
・国内外からの離島訪問を促進するため、観光客の多様なニーズに対応した宿泊施設の整備やリノベーション等を促進するほか、離島ならではの
体験・滞在型観光を促進するため、農家民宿を含めた農山漁村体験交流プログラムの提供、保養・療養型観光、体験・滞在型施設の整備促進な
ど、離島の様々なソフトパワーを備える「離島力」を生かした誘客活動の強化に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-ア 離島と本島・県外との交流の促進
施 策 ②離島訪問の促進

施策の小項目名 ○宿泊施設の整備・リノベーション等の促進



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　Ｒ６年度は、市町村、保健所等の関係機関と連携した周知活動を行う等22回の周知活動を実施し、離島地域における旅館業税制特例措置の利用促進を図った。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○沖縄振興特別措置法に基づく他の税制特例措置と連携した取組及び市町村、保健
所等の関係機関と連携した特例措置の周知活動に引き続き取り組む。

○沖縄振興特別措置法に基づく他の税制特例措置と連携した取組を継続するとともに、市
町村、保健所等の関係機関と連携し特例措置の認知度向上に取り組んだ結果、知事確認申
請の件数が増加した。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　旅館業税制特例措置の利用を促進するため、周
知用リーフレットを作成し離島旅館業事業者等へ
配布したほか、市町村、保健所等の関係機関と連
携し制度の周知を図った。2回 18回 22回 ２回（６回） 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　離島地域における旅館業税制特例措置について旅館事業者へ
の制度の周知を図る。

　離島地域における旅館業税制特例措置に関する調査分析及び
旅館事業者への制度の周知を図る。

活動指標名
特例措置に関する説明会、周知
等の実施回数（累計）

R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

県単等 委託 2,302 0 県単等 委託 3,506

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 － 予算事業名 離島・過疎地域推進事業費



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　これまでは、事業者へのチラシ配布が主な周知方法であっ
たが、開業までの過程で関わる銀行や税理士へ周知すること
も必要である。

⑤ 情報発信等の強
化・改善

　沖縄振興特別措置法に基づく他の税制特例措置と連携した
取組及び市町村、保健所等の関係機関と連携した特例措置の
周知活動に引き続き取り組むとともに、銀行や税理士等への
周知の強化も行う。



様式１（主な取組）

【 098-866-2370 】担当部課 【連絡先】 企画部地域・離島課 関連URL ―

　離島事業者に対し、デジタル媒体を活用したセー
ルスプロモーションのノウハウを提供することで、全
国的に加速化するデジタルシフトへ対応するととも
に、マーケティング活動の効率化と低コストな広報
能力の向上を図る。

県

観光商品等販売促進のためのSNS／EC／Webコンサルティング

参画事業者数（累計）

120事業者 130事業者（250事業者） 140事業者（390事業者）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 離島デジタル広報・販売スキル向上事業 対応する成果指標 離島地域への入域観光客数

施策の方向
・オンライン体験プログラムの造成や、デジタル媒体を活用し住民自ら離島の魅力を発信するスキルの向上を支援することにより、直接足を運ば
なくても離島の魅力を享受できる環境の構築に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 4-(4)-ア 離島と本島・県外との交流の促進
施 策 ②離島訪問の促進

施策の小項目名 ○離島の魅力を発信するスキルの向上



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　離島の商工会等と連携しながら離島事業者を対象とした説明会等を通してデジタル市場の動向や本事業による支援内容について周知を行ったこと等により、目標値140者に
対し実績値142者となり、目標値を達成したことから、進捗状況を順調とした。

令和6年度の取組改善案 反映状況

○事業者との協議の中でそれぞれのスケジュール等に見合った講義時間の設定や、
講義動画等をまとめたマニュアルを作成することで、全参画事業者へのニーズに
あった支援を実施する。 
○本事業の目的が情報発信や販売促進であることから、情報発信のみ実施したい事
業者や販売促進に努めたい事業者のニーズにあった支援体制に見直す。

○事業者のスケージュール等を考慮した講義時間や研修内容を設定し、全参画事業者への
ニーズにあった支援を実施した。 
○事業者のニーズを把握し、事業者ごとの状況に応じた情報発信やデジタルを活用した販
売スキルの向上に取り組んだ。

R5年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　ＯＴＡ・ＥＣサイトに係る商談会の実施やＳＮ
Ｓ等のデジタル媒体を活用した情報発信及び販売
促進に向けた支援を実施した。136事業者 133事業者 142事業者 140事業者（390事業者） 100.0%

令和6年度活動内容 令和7年度活動計画

　ＯＴＡ・ＥＣサイトに係る商談会の実施やＳＮＳ等のデジタ
ル媒体を活用した情報発信及び販売促進に向けた支援を実施し
た。

活動指標名 参画事業者数（累計） R6年度
進捗状況

実績値

R4年度

実施方法 当初予算額

一括交付金
（ソフト）

委託 49,600 40,195 ― ―

主な財源 実施方法
R5年度 R6年度 R7年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 離島デジタル広報・販売スキル向上事業 予算事業名



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　令和６年度は事業者のニーズを把握し、デジタル媒体によ
るセールスプロモーションのノウハウの提供を図ることがで
きた。引き続き、デジタルを活用した支援に取り組む必要が
ある。

① 執行体制の改善

　引き続き、離島事業者のニーズにあったデジタル媒体を活
用したプロモーションやマーケティング支援を実施する。


